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（訂正）「平成 29年 3 月期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 

当社は、平成 29 年 5 月 15 日に開示いたしました。「平成 29年 3月期決算短信〔日本基

準〕（連結）」の一部を訂正いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．訂正内容と理由 

訂正内容と理由につきましては、別途、本日（平成 30年 8月 10 日）付「平成 30 年 3 月

期有価証券報告書及び過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出および過年度決算短

信等の訂正に関するお知らせ」にて開示しておりますのでご参照ください。 

 

２．訂正個所 

訂正の箇所には ＿を付して表示しております。 

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみ全文を

記載しております。 

以 上 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 
（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の各種経済政策や金融緩和を背景に企業収益や雇用

情勢が改善する中で、海外経済に持ち直しの兆候がみられ、特に米国大統領選後は円安、株高に転

じることとなり、緩やかな景気の回復基調は続いております。しかしながら、今後の経済の先行き

については欧州、アジア諸国の経済不安や米国の今後の政治、経済の動向等、依然先行き不透明感

は払拭できない状況が続いております。 

このような状況の中、当社グループは再生可能エネルギー事業を主たる事業として積極的に事業

を推進いたしました。 

省エネルギー事業、再生可能エネルギー事業ともに期末に見込んでおりました案件が期ずれする

等の要因により期初計画を下回る結果となりました。なお、保有する投資有価証券を売却すること

により特別利益として 100 百万円を計上しました。また、バイオマス燃料事業推進のため設立しま

した当社子会社 PT.SDS ENERGY INDONESIA につきましては、インドネシアからのバイオマス燃料輸

入販売事業の立ち上げに時間を要していること、インドネシアのバイオマス燃料供給事業者に当社

が国内のバイオマス発電事業者を紹介することによる紹介手数料売上となる可能性が出てきたこと

により、当該子会社の解散も視野に入れる必要があるため、当該子会社の事業開始後、資本金に振

替る予定で立替金及び預け金で処理しておりましたの設立費用等の合計 44 百万円を、特別損失とし

て計上しております。 

以上の結果、当連結会計年度における売上高 2,429 百万円 (前年同期比 561 百万円増、30.0％増 )、

営業損失 36 百万円 (前年同期 営業損失 121 百万円 )、経常損失 31 百万円 (前年同期 経常損失

108 百万円 )、親会社株主に帰属する当期純 利益 70 百万円 (前年同期比 235 百万円増 、前年同期 

親会社株主に帰属する当期純損失 165 百万円 )となりました。 

 

セグメントの業績については、次の通りであります。 

（省エネルギー関連事業） 

省エネルギー関連事業につきましては、当連結会計年度において新たに子会社化した株式会社

エールの子会社である株式会社エールケンフォーとともに、積極的に事業を推進いたしました。

しかしながら、大型案件が少なく、計画していた案件の中で成約に至らなかったものもあり、売

上・利益ともに計画未達の結果となりました。以上の結果、売上高 302 百万円(前年同期比 119

百万円減 28.3％減)、セグメント損失（営業損失）は 33 百万円(前年同期 営業利益 13 百万

円)となりました。 

 

（再生可能エネルギー事業） 

再生可能エネルギー事業につきましても、当連結会計年度において新たに子会社化した株式会

社エールの子会社である株式会社エールケンフォーとともに、積極的に事業を推進いたしました。

しかしながら、期末に計上予定でありました工事案件に期ずれが発生したこと等により、売上・

利益ともには計画未達の結果となりました。以上の結果、売上高 2,127 百万円 (前年同期比 680

百万円増  47.05％増 )、セグメント損失(営業損失)1 百万円 (前年同期 営業損失 144 百万円 )と

なりました。 

 

業績予想と実績差異の要因詳細につきましては、本日開示致しました「平成 29 年 3 月期業績予想

と実績の差異等（連結）及び特別損失の計上に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

（次期の見通し） 

今後の見通しにつきましては、当連結会計年度において新たに子会社化した株式会社エールの子

会社及び株式会社エールケンフォーにより、当社グループが事業を推進するエネルギー事業におい

て、これまで長年培ってまいりました省エネルギー事業とバイオマス燃料事業を含む再生可能エネ

ルギー事業を総合的に推進する、トータル・エネルギー・ソリューション事業者として、より一層

積極的に事業推進して参ります。当社グループが新規事業として推進して参りますバイオマス燃料

事業については、国内のバイオマス発電所の竣工が遅れている事により当社グループの見込より約 1

年、バイオマス燃料市場の拡大が遅れている状況ではあり、当連結会計年度については売上・利益

面で貢献できない結果となりましたが、今後市場の拡大を見込むことができるものと考えておりま
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す。 

 当連結会計年度においては、計画未達の結果となりましたが、平成 30 年 3 月期については新たな

グループ体制の元、積極的にエネルギー事業を推進することにより、黒字化を達成いたします。 

以上の結果、平成 30 年 3 月期の連結業績予想は、売上高 2,955 百万円、営業利益 98 百万円、経常

利益 92 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益 52 百万円を見込んでおります。 

 

（注）業績予想に関しましては現時点で入手可能な情報に基づき当社にて判断したものであり、リス

クや不確定要素が含まれております。そのため、様々な要因の変化により、実際の成果や業績等は

記載の予測とは異なる可能性があります。 

  
（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における総資産は前連結会計年度末より 932 百万円 増加し、2,049 百万円 とな

りました。これは主に当連結会計年度において子会社化した株式会社エール及びその子会社である

株式会社エールケンフォーを連結したことによる 太陽光発電設備の増加等による有形固定資産の増

加 401 百万円、のれんの計上による固定資産の増加 113 百万円等によるものであります。 

当連結会計年度末における負債は前連結会計年度末より 81 百万円 増加し、1,197 百万円 となり

ました。これは主に当連結会計年度において子会社化した株式会社エール及びその子会社である株

式会社エールケンフォーを連結したこと等による短期借入金の増加 141 百万円 、長期借入金の増加

267 百万円、前受金の減少 329 百万円等によるものであります。 

当連結会計年度末における純資産は前連結会計年度末より 850 百万円 増加し、852 百万円 となり

ました。これは主に当連結会計年度に発行した新株予約権の行使による資本金の増加 124 百万円、

新株予約権の行使及び株式会社エールを連結子会社化したことによる資本剰余金の増加 415 百万円、

非支配株主持分の増加 155 百万円等によるものであります。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度より

34 百万円増加し、282 百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果減少した資金は、495 百万円となりました。これは主に前受金の減少による減

少 379 百万円、投資有価証券売却益 100 百万円等によるものであります。 

  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果増加した資金は、120 百万円となりました。これは主に投資有価証券の売却に

よる収入 122 百万円等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果増加した資金は、319 百万円となりました。これは主に新株予約権の行使によ

る株式の発行による収入 248 百万円等によるものであります。  
 

 
２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、当面は日本基準に基づき連結財務諸表を作成する方針であります。なお国際財

務報告基準（ＩＦＲＳ）につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、必要に応じて適用を検討す

る方針であります。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

当社グループは、当連結会計年度において、重要な営業損失 36,030 千円及び経常損失 31,525 千円を

計上しており、また、営業キャッシュ・フローは△495,677 千円となっております。 

これにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、当該事象又は状況を早期に解消又は改善するため、以下の対応策に取り組みます。 

  

①営業利益及びキャッシュ・フローの確保 

当連結会計年度に引き続き、各案件の精査を行い、継続的に原価の低減を図り、利益率の向上を進め

てまいります。また、バイオマス燃料事業(PKS 事業)を早期に立ち上げ、安定的な売上・利益を確保する

体制の構築を進めてまいります。 

  

②案件精査、利益率確保のための体制 

案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参加のプロジェクト会

議を立ち上げております。本プロジェクト会議は、月に１回の定例会議と大型案件が発生した場合の臨

時会議を行い、案件ごとの想定原価審査、工程の確認等により利益率確保に努めてまいります。 

  

③諸経費の削減 

随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまいります。 

  

④資金調達 

財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協議を進め

ております。 

  

しかしながら、これらの対応策を講じても、業績及び資金面での改善を図る上で重要な要素となる売

上高及び営業利益の確保は外部要因に大きく依存することになるため、現時点では継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められます。 

なお、当社グループの連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する

重要な不確実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。 

 
 
（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取り扱
い」（実務対応報告第32号 平成28年6月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年4月1日以後に
取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 
なお、当連結会計年度において、連結財務諸表への影響は軽微であります。 

 
（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

平成28年10月6日決議により、第6回新株予約権を発行（600,000株）し、当連結会計期間において
500,000株が行使されたことにより、資本金及び資本準備金がそれぞれ124,350千円増加しております。 

 
 (セグメント情報等) 

(セグメント情報) 
１ 報告セグメントの概要 

(1)報告セグメントの決定方法 
当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手

可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行

う対象となっているものです。 
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当社グループは事業別のセグメントから構成されており、省エネルギー関連事業及びその付帯

事業を推進する「省エネルギー関連事業」、及び再生可能エネルギー設備導入における企画、

設計、販売、施工及びコンサルティング事業を推進する「再生可能エネルギー事業」の二つを

報告セグメントとしております。 

(2)各セグメントに属する製品及びサービスの内容 

「省エネルギー関連事業」は、顧客企業の省エネルギー化計画の調査からプランの作成、設

計・施工、効果の検証までを一貫して行うエスコ事業を中心とし、各種省エネルギー化製商品

の販売等も行っております。 
「再生可能エネルギー事業」は、太陽光発電所、バイオガスプラント等再生可能エネルギー設

備導入における企画、設計、販売、施工及びコンサルティング事業を推進しております。 
 

 
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会

計処理の方法と同一であります。 
 

12

㈱省電舎HD(1711)（訂正）「平成29 年3 月期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について



 
３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  
前連結会計年度（自 平成 27 年４月１日  至 平成 28 年３月 31 日） 

   (単位：千円) 

 報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

連結財務諸表

計上額 
 省エネルギ

ー関連事業 

再生可能エネ

ルギー事業 
計 

売上高      

 外部顧客への 

売上高 
421,542 1,447,070 1,868,613 － 1,868,613 

セグメント間 

の内部売上高 

又は振替高 

－ － － － － 

計 421,542 1,447,070 1,868,613 － 1,868,613 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 

13,004 △144,515 △131,510 10,099 △121,410 

セグメント資産 114,772 788,032 902,805 214,713 1,117,518 

その他の項目      

 減価償却費 3,256 304 3,561 － 3,561 

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 

586 500 1,086 － 1,086 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1)セグメント利益 又はセグメント損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去及び全社費用が含ま

れております。 

(2)セグメント資産の調整額は、債権の相殺消去、各セグメントに配分していない全社資産が含まれてお

ります。 

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

 

当連結会計年度（自 平成 28 年４月１日  至 平成 29 年３月 31 日） 

   (単位：千円) 

 報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

連結財務諸表

計上額 
 省エネルギ

ー関連事業 

再生可能エネ

ルギー事業 
計 

売上高      

 外部顧客への 

売上高 
301,990 2,127,975 2,429,965 － 2,429,965 

セグメント間 

の内部売上高 

又は振替高 

－ － － － － 

計 301,990 2,127,975 2,429,965 － 2,429,965 

セグメント損失（△） △33,695 △1,808 △38,637 △526 △36,030 

セグメント資産 161,406 1,249,690 1,411,096 638,835 2,049,931 
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その他の項目      

 減価償却費 3,482 21,428 24,910 － 24,910 

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 

63,533 422,953 486,486 － 486,486 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1)セグメント損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去及び全社費用が含まれております。 

(2)セグメント資産の調整額は、債権の相殺消去、各セグメントに配分していない全社資産が含まれてお

ります。 

２．セグメント損失（△）は連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

 
 
 
(関連情報) 
 

前連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

１ サービスごとの情報 

セグメント情報の中に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２ 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高が無いため、該当事項はありません。 

 (2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

３ 主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

株式会社ジャパンインベストメン

トアドバイザー 

691,999 再生可能エネルギー事業 

株式会社エナリス 269,219 再生可能エネルギー事業 
 

当連結会計年度(自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31 日) 

１ サービスごとの情報 

セグメント情報の中に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２ 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高が無いため、該当事項はありません。 

 (2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

３ 主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

昭和リース株式会社 435,000 再生可能エネルギー事業 

株式会社トランスオーシャンプラ

ング 

380,665 
再生可能エネルギー事業 

大起建設工業株式会社 294,013 再生可能エネルギー事業 
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(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報) 
 

前連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

 

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報) 
 

前連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

 

 (報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報) 
 

前連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

 

(関連当事者情報) 
前連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 
 

  
前連結会計年度 

(平成 27 年４月１日から 
平成 28 年３月 31 日まで) 

当連結会計年度 
(平成 28 年４月１日から 
平成 29 年３月 31 日まで) 

１株当たり純資産額  66銭 257円 8銭 

１株当たり当期純利益又

は当期純損失金額（△） 
 △89円 91銭 33円 17銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
 
潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。 

32円 26銭 

 

(注２)  １株当たり当期純利益又は当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 

 
前連結会計年度 

(平成 27 年４月１日から 
平成 28 年３月 31 日まで) 

当連結会計年度 
(平成 28 年４月１日から 
平成 29 年３月 31 日まで) 

１株当たり当期純利益又は当期純損失金
額（△） 

  

親会社株主に帰属する当期純利益又は当
期純損失（△）(千円) 

△165,630 70,075 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当
期純利益又は当期純損失(千円) 165,630 70,075 

普通株式の期中平均株式数(株) 1,842,272 2,112,805 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   
親会社株主に帰属する当期純利益 
調整額(百万円) 

― ― 
(うち支払利息(税額相当額控除後)(百万
円)) ― ― 

普通株式増加数(株) ― 59,483 

(うち転換社債型新株予約権付社債(株)) ― ― 

(うち新株予約権付(株)) ― (59,483) 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

― 

平成 28 年 10 月 6 日取締役会
決議新株予約権（新株予約権
の数 1,000 個）普通株式
100,000 株 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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